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１  イントロダクション 











































第一は、 2008 年 10-12 月期には実質ＧＤＰが前期比年率マイナス 19.9％と戦後最大の落ち
込みを記録したにもかかわらず、今回の失業率のピークは 5.6%(09 年７月)と、前回の雇用


































その結果、09 年度総計では、かつてのピークであった 94 年度のレベル(657 億円)の約 10








割合は 08 年の 34.1%から 33.7% （うち、パート 16.0%、  アルバイト 6.6%、派遣 2.1%  、



















月から「６か月以上の雇用見込み」 、2010 年 4 月から「31 日以上の雇用見込み」と順次適
用拡大が行われてきた。また、失業扶助制度といった「第二のセイフティネット」につい































                                                  



































                                                  
3  労働者派遣法の施行令（政令）で定められた「派遣期間制限の無い 26 種類の業務」を指す。 「事務用機
器操作業務」が全体の約 4 割を占めており、次いで「財務処理業務」 、 「取引文書作成業務」 、 「ファイリン
グ業務」の順で多く、この 4 つの業務で全体の 2/3 を占めている。 


































学准教授と筆者との共同研究）5では、労働者派遣法改正案が 2010 年 3 月に提出される直
前の 1 月の時点で登録型派遣労働者に対して、登録型派遣の原則禁止について尋ねた。 
 
                                                  
5  概要については大竹・奥平・久米・鶴(2011a)を参照。  8






















第一は「労働時間の軸」 （フルタイム又はパート） 、 
第二は、 「契約期間の軸」 （期間の定めなし又は有期） 、 













































                                                  
6  パネルデータの特性を利用した更なる発展的分析については、大竹・奥平・久米・鶴(2011b)参照。 






う関係をみることができる（図 4） 。また、現在の就業形態を選んだ理由として、 「自分の都
合のよい時間帯に働きたい」といった本人の希望で非正規雇用を選んでいる人の幸福度は
高い一方、 「正社員として働ける会社がないから」など、自ら望んで非正規雇用を選んだの


























過去 25 年程度の動きをみると、有期雇用の割合は 1 年以内の短い契約期間ではわずかな上
昇に止まっているものの、その上昇のほとんどが 1 年超の契約期間の有期雇用であること
がわかる（82 年 4.6%→2007 年 21.7%） 。また、直近(2007 年)でパート、アルバイト、派遣
などの形態別にそれぞれに占める 1 年超の有期雇用の割合をみるとアルバイトは 5 割弱で 11



































































                                                  


























まず、正規社員 3 人、非正規社員 1 人が雇われていた。これがＩＴ化などの経済の構造変
化で正社員の人的資本の価値が低下してしまうが（13→11） 、賃金の下方硬直性などのため










                                                  
10  しかしながら、不確実性を捉える変数の変化によって非正規労働者の増加を説明することはほとんどで
きないことも明らかにしている。 


































６  有期雇用増大の生産性への影響 






































                                                  
13  スペインは 1987 年 15.6%→95 年 35.0%→08 年 29.3%、イタリア 85 年 4.8%→09 年 12.5%、ポルトガ
ル 86 年 14.4%→09 年 22.0%(OECD)｡ 




いという結果を得ている。また、イギリス(Arulampalam and Booth(1998), Booth et al. 
(2002))、スペイン(Albert et al. (2004))、ドイツ(Sauermann(2006))といった個別の国につ
いても、それぞれの国のマイクロデータを使って同様の結果が得られている。また、Booth 
et al. (2002)は有期労働者の中でも離職可能性のより高い季節・臨時労働者の場合、更に訓



































Dolado and Stucchi(2008)は、スペインの製造業の企業別パネルデータ(1991-2005 年)を使
い、企業ごとの有期雇用の割合は企業レベルでのＴＦＰ（全要素生産性）にマイナスの影
響を与える一方、有期雇用から無期雇用への転換率が高い企業ほどＴＦＰが高くなること













































がちであった。しかし、2010 年 6 月に決定された政府の「新成長戦略」では、雇用・人材戦略の項


















































み後 2 週間の経過により終了）（民法第 627 条） 
・  5 年を越える期間の定めのない雇傭契約の場合、いずれの当事者も 5 年の経過後はいつでも
3か月前の予告で契約を解約できる（商工業の見習を目的とする雇用については10年）（民法 20
第6 2 6条 ）  
・  期間途中の解約には「やむを得ない事由」が必要であり、もし一方の当事者がその事由につき





































































                                                  
15  サーベイとしては、La Porta, Lopez-de-Silanes and Shleifer (2008)参照。特に、判例法理の役割につ

































                                                  
16  韓国雇用労働部の発表によれば、 2007 年 7 月の法改正以降、 2 年超の無期転換が初めて義務となる 2009
年 7 月前後を比較すると、 勤続期間 2 年以上で契約期間が満了する者について、 2009 年 6 月末では正規社










































































(1)  更新の可能性のある有期雇用契約  25
(2)  更新の可能性はあるがその回数、期間に上限のある有期雇用契約 
































































第一は、中期の雇用契約の創出である。2003 年労基法改正では 1 回の契約期間の上限が原則 1















た玄田(2010)(第 4 章)は、いくつかの要因とともに前職（非正規雇用）での継続就業年数が2～5 年
程度の場合、最も正規化しやすいことを明らかにしている（一方、2 年未満では他の非正規に転
職） 。玄田(2010)は 2～5 年程度継続就業ができるということは、正社員に求められる潜在能力や
定着性に対して正のシグナルを出していると解釈しているが、企業側が正社員に転換させるため




の契約期間の 5 年への延長は、現在、いわゆる「2 年 11 ヶ月問題」への対応としても急務である。1
回当たりの最長契約期間 3 年が「雇止め法理」が適用されない「メルクマール」と解釈されているの
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男性ダミー -0.99 -0.42 -5.01 *** -1.25 -0.49 -2.36 ** -0.98 -0.42 -4.48 *** -0.96 -0.41 -4.39 *** -1.2 -0.5 -5.1 ***
年齢（歳） -0.10 -0.81 -1.51 -0.07 -0.65 -0.52 -0.13 -1.05 -1.72 * -0.13 -1.04 -1.68 * -0.1 -0.7 -1.1
年齢二乗（歳） 0.00 0.84 1.59 0.00 0.60 0.47 0.00 1.09 1.80 * 0.00 1.07 1.74 * 0.0 0.6 1.1
高校卒以下ダミー -0.20 -0.10 -1.32 0.03 0.02 0.11 -0.30 -0.14 -1.75 * -0.26 -0.12 -1.51 0.0 0.0 -0.2
等価世帯所得（家族一人あたり円） 29.81 0.40 4.53 *** 30.51 0.37 2.08 ** 33.00 0.45 4.41 *** 34.02 0.46 4.53 *** 27.8 0.3 4.0 ***
等価固定資産（家族一人あたり円） 1.82 0.15 1.75 * 4.61 0.30 1.85 * 1.35 0.12 1.17 1.32 0.12 1.13 3.6 0.3 3.1 ***
地域ダミー（全国8地域） あり あり あり あり あり
家族環境
未婚ダミー -0.99 -0.43 -5.07 *** -1.15 -0.36 -1.84 * -0.90 -0.41 -4.30 *** -0.90 -0.41 -4.29 *** -1.13 -0.40 -4.35 ***
単身世帯ダミー -0.01 -0.01 -0.07 0.40 0.11 0.57 -0.09 -0.04 -0.43 -0.09 -0.04 -0.43 0.18 0.06 0.63
子供数(世帯当たり人） -0.01 -0.01 -0.07 0.02 0.02 0.11 0.03 0.03 0.27 0.05 0.05 0.48 -0.02 -0.02 -0.18
雇用形態・労働条件
派遣ダミー -0.03 -0.01 -0.13 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. 0.13 0.050 . 4 5
製造業ダミー -0.09 0.10 -0.18 0.06 0.02 0.56 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. 0.06 0.030 . 2 1
雇用契約期間（日） 0.00 0.14 1.69 * 0.00 0.28 1.72 * 0.00 0.08 0.98 0.00 0.27 3.31 ***
製造業派遣ダミー（派遣×製造業） 0.24 -0.04 0.45 n.a. n.a. n.a. 0.13 0.06 0.69 0.16 0.07 0.88 0.14 0.02 0.28
日雇い派遣ダミー（派遣×雇用契約期間1ヶ月未満 -0.28 -0.12 -1.43 n.a. n.a. n.a. -0.31 -0.15 -1.67 * -0.41 -0.09 -1.02
週当たり労働時間（時間） 0.00 0.03 0.32 -0.01 -0.18 -1.05 0.01 0.09 1.03 0.01 0.11 1.21 -0.01 -0.11 -1.33
自発的・非自発的非正規雇用
非自発的非正規雇用ダミー -0.79 -0.39 -4.88 *** -0.86 -0.38 -2.23 ** -0.77 -0.39 -4.30 *** -0.73 -0.36 -4.08 *** -0.84 -0.39 -4.65 ***
過去の経験
労働災害経験ダミー -0.38 -0.09 -1.32 0.04 0.01 0.06 -0.50 -0.13 -1.53 -0.57 -0.14 -1.72 * -0.02 -0.01 -0.07
倒産・解雇経験ダミー 0.17 0.06 0.74 0.44 0.11 0.72 0.17 0.06 0.64 0.15 0.05 0.55 0.35 0.10 1.28
観測数 650 158 496 492 650







(4) [(1)+ウェイト付き] (1) (2) (3)


















6.88 6.77 6.75 6.69 6.63 6.40 6.32 6.30 5.96






































































































































































































ト 派遣社員 契約社員 嘱託 その他 合計
一般常雇 64.1 11.1 3.7 1.9 2.9 1.4 1.0 86.1
臨時雇 0.2 4.6 3.1 1.0 1.2 0.6 0.7 11.3
日雇 0.1 0.9 0.8 0.2 0.1 0.0 0.3 2.5
合計 64.4 16.6 7.7 3.0 4.2 2.0 2.0 100.0
（注）
•1年超の有期雇用＝「一般常雇」(「臨時雇」及び「日雇」以外)ー「正規の職員・従業員」







（％） 男女合計 男性 女性
1年超 1年以内 全体 1年超 1年以内 全体 1年超 1年以内 全体
1982年 4.6 12.3 16.9 1.6 6.7 8.3 9.7 22.0 31.7
1987年 6.9 12.8 19.7 2.2 6.9 9.1 14.6 22.4 37.1
1992年 9.6 12.1 21.7 3.1 6.8 9.9 19.2 19.9 39.1
1997年 12.0 12.7 24.6 3.9 7.3 11.2 23.6 20.4 44.0
2002年 16.6 15.5 32.0 7.3 9.2 16.5 29.2 23.9 53.0





































































































































































































正規Ａ 正規Ｂ 正規Ｃ 非正規Ｄ 正規Ａ 正規Ｂ 非正規Ｃ 非正規Ｄ
コスト 価値 ネット負担 コスト 価値 ネット負担
正規 15×３ 13×３ 6 正規 15×2 11×2 8
非正規 8 9 -1 非正規 8×２ 9×2 -2
合計 5 合計 6
労働者のRents
企業側からみたコスト（賃金等）：実線
企業側からみた価値：点線
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図 8 
有期雇用の解雇規制指数
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（出所）OECD
 
 
図 9 
29
正規と有期の解雇規制の差及び
有期の規制緩和の程度
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正規雇用保護の相対的な強さ：
正規解雇規制指数－有期解雇規制指数(2008年）
↓
↓
有期解雇指数の緩和程度
：1985年指数－2008年指数
（出所）OECD
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図 10 
（出所） 2009年5月19日経済財政諮問会議民間議員参考資料10ページ
低所所得就業者の社会保険料・税負担
 